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１．目的・概要 
 

Beyond 5G（6G）は、次世代の基幹的な情報通信インフラとして、あらゆる産業や社会活

動の基盤となり、国境を越えて活用されていくことが見込まれる。 

その実現に向け、総務省では、令和２年６月に「Beyond 5G 推進戦略」を策定し、Beyond 

5G 研究開発促進事業（以下「従来事業」という。）1により、主に Beyond 5G の要素技術の

早期確立を目的とした研究開発を実施してきた。 

その後、国際的な開発競争の激化、従来事業の進捗状況、令和４年６月の情報通信審

議会「Beyond 5G に向けた情報通信技術戦略の在り方」中間答申（以下「Beyond 5G 中間

答申」という。）等を踏まえ、Beyond 5G（6G）の実現及び我が国の国際競争力の強化等に

向けて、複数年度にわたって安定的・効率的な研究開発支援を可能とするため、「物価高

克服・経済再生実現のための総合経済対策」（令和４年 10 月 28 日閣議決定）において、

Beyond 5G（6G）をはじめとする革新的な情報通信技術の研究開発推進のための恒久的な

基金を造成することが決定された。これを実現するための「国立研究開発法人情報通信研

究機構法及び電波法の一部を改正する法律」（令和４年法律第 93 号）が令和４年 12 月に

成立・施行し、同法に基づき、国立研究開発法人情報通信研究機構（以下「NICT」という。）

に恒久的な基金（情報通信研究開発基金）を造成するとともに、電波の有効利用に資する

技術についても、電波利用料を財源とする補助金を当該基金に充てることによって、複数

年度にわたって柔軟に研究開発を実施することを可能とした。 

同基金により新たに実施する革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業 2（以下

「本基金事業」という。）では、我が国が強みを有する技術分野を中心として、社会実装・海

外展開を目指した研究開発に対する支援の強化を主たる趣旨とするものである。 

このため、本基金事業では、①研究開発プロジェクトの実施者による自らの投資も含め

社会実装や海外展開に向けた戦略と覚悟をもった取組に対する重点的な支援、②中長期

的な視点で取り組む要素技術の確立や技術シーズの創出のための研究開発、及び③電

波の有効利用に資する技術の研究開発 3、について実施することとする。 

その中で、重点支援対象（上記①）となるプロジェクトの実施に当たっては、従来事業に

おける技術面を中心とした評価に加え、社会実装・海外展開を見据えた市場や経営・ビジ

ネスの観点など事業面から見た評価及び進捗確認・助言等（以下「モニタリング」という。）

を適切に行い、本基金事業全体としてメリハリの付いた支援を実施することとする。このた

め、情報通信審議会（情報通信技術分科会 技術戦略委員会）において革新的情報通信

技術プロジェクト WG（以下「WG」という。）を設置し、事業面からの適切な評価・モニタリング

の在り方等について検討を行い、一定のとりまとめが行われた。 

本方針は、情報通信研究開発基金の運用に当たっての、支援対象、WG のとりまとめを

踏まえた評価・モニタリング、実施体制等について、総務省が定めるものであり、各主体は

これに従って本基金事業を実施する。  

                                                      
1 「国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する法律」（令和３年２月 11 日施行）により NICT に設置した時

限基金（令和２年度第３次補正予算 300 億円：研究開発期間は令和４年度末まで）及び単年度予算措置（令和３年度補

正予算 200 億円（一般財源）、令和４年度当初予算 100 億円（電波利用料財源））により実施。 
2 「国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波法の一部を改正する法律」（令和４年 12月 19 日施行）により設置す

る情報通信研究開発基金（令和４年度第２次補正予算：662 億円（うち 35 億円が電波利用料財源）、令和５年度当初予算

案：150 億円（電波利用料財源））により実施。 
3 電波利用料財源による研究開発。 
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２．目標 
 

次世代の情報通信インフラ Beyond 5G（6G）においては、Beyond 5G 中間答申で提言さ

れているとおり、従来の移動通信（無線）の延長上ではなく、有線・無線や陸・海・空・宇宙を

含めた統合的なネットワークとして捉え、革新的な高速大容量・低遅延・低消費電力・高信

頼・カバレッジ拡張を可能とする次世代ネットワークの実現に向けた研究開発及びその成

果の社会実装・海外展開を強力に推進していくことにより、世界の通信インフラ市場のゲー

ムチェンジを図り、国際市場シェア 30％程度の確保を目指すこととし、本基金事業において、

社会実装・海外展開に向けた戦略とコミットメントをもった複数の研究開発プロジェクトを組

成し、より多くのプロジェクトの目標の達成を図る。 

また、本基金事業において、電波利用料財源による研究開発については、電波法第 103

条の２第４項第３号に規定する技術の確立を目指す。 
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３．支援対象 
 

（１）本基金事業で実施する研究開発プログラム 

本基金事業では、次世代の情報通信インフラ Beyond 5G（6G）を実現するとともに、社会

実装・海外展開を通じた我が国の国際競争力の強化や経済安全保障の確保に資する技

術の研究開発を主たる対象とし、具体的には以下の①②③のプログラムにより実施する。 

いずれのプログラムについても、実施者は、原則として日本国内で登記されている企業

等であって日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、最大５年間の範囲で計画す

る研究開発プロジェクトについて採択対象を決定するが、計画開始時の助成の交付決定又

は委託の契約に当たっては、最初の１～２年程度の実施期間を対象として助成額又は委

託額（以下「実施額」という。）等を決定し、後年度の実施期間を対象とした実施額等につい

てはステージゲート評価の結果等を踏まえて別途決定する。 

 

①社会実装・海外展開志向型戦略的プログラム 

（ⅰ）研究開発対象 

当該プログラムは、我が国が強みを有する技術分野 4を中心として、社会実装・海外

展開に向けた戦略とコミットメントをもった研究開発プロジェクトを重点的に支援するも

のである。このため、原則として、一定期間内に技術成熟度（TRL: Technology 

Readiness Level）5を一定の水準 6に到達させることを目指す研究開発を対象とする。 

（ⅱ）助成事業又は委託事業の別 

原則、助成事業にて実施する 7。 

（ⅲ）助成率の考え方 

当該プログラムで実施する期間全体の事業総額のうち、最大１／２8を助成する。 

（ⅳ）1 件あたりの支援規模（国費分） 

～数十億円程度/年（想定） 

 

②要素技術・シーズ創出型プログラム 

（ⅰ）研究開発対象 

当該プログラムは、プロジェクトの開始時点で TRL１～３に該当する技術であって、

社会実装まで一定の期間を要し、中長期的な視点で取り組む要素技術の確立や技術

                                                      
4 当面は、Beyond 5G 中間答申に示された重点対象３技術（①オール光ネットワーク関連技術、②非地上系ネットワーク関

連技術、③セキュアな仮想化・統合ネットワーク関連技術）を想定。 
5 TRL については別表参照。 
6 例えば、４年以内に TRL が概ね６、５年以内に TRL が概ね７といった水準を想定。 
7 ただし、業界横断的な共通基盤領域若しくは協調領域に該当する技術、我が国の経済安全保障上必要となる技術又は

外国機関と協力して開発する技術であって、政府文書において国が実施することが明確に位置づけられているものにつ

いては、委託事業にて実施することも可能とする。 
8 助成率は採択時の評価に応じて決定する。その際、事業年度ごとの助成率の変動を可能とするが、各事業年度の助成

率の上限は 2/3 とし、期間全体の事業額に対する助成額は事業総額の 1/2 を最大とする。 
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シーズの創出のための研究開発を主な対象とする。 

（ⅱ）助成事業又は委託事業の別 

委託事業にて実施する。 

（ⅲ）1 件あたりの支援規模（国費分） 

～1 億円程度/年（最大数億円）（想定） 

 

③電波有効利用研究開発プログラム 

（ⅰ）研究開発対象 

当該プログラムは、電波法第 103 条の２第４項第３号に規定する技術の研究開発を

対象とする。 

（ⅱ）助成事業又は委託事業の別 

委託事業にて実施する。 

（ⅲ）1 件あたりの支援規模（国費分） 

開発規模に応じ、上記①/②と同程度（想定） 
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（２）その他（従来事業で実施してきた研究開発の令和５年度以降の対応について） 

従来事業で実施してきた研究開発（以下「既存プロジェクト」という。）のうち、ステージゲ

ート評価等において一定の評価を受けたものであって、電波利用料の使途としての適正性

が認められるものについては、受託者が希望する場合、本基金事業における電波有効利

用研究開発プログラムによる継続を可能とする。ただし、金額についてはステージゲート評

価等の結果に基づき査定する。また、実施期間は当初提案時の期間を限度とする。  

既存プロジェクトのうち、ステージゲート評価等において一定の評価を受けたものであっ

て、電波利用料の使途としての適正性が認められないものについては、本基金事業に応募

するための準備期間を確保する観点から、一定の条件の下 9、経過措置による継続も可能

とする。ただし、金額についてはステージゲート評価等の結果に基づき査定するとともに、

一定の上限を設ける。また、実施期間は原則１年 10に限る。 

 

 
  

                                                      
9 令和５年度中（シーズ創出型プログラム及び国際共同研究型プログラムについては当初提案時の期間中）に研究開発目

標の達成を目指す又は準備が整い次第、本基金事業に応募して令和６年度以降研究開発目標の達成を目指すこととし、

プロジェクトの実施者が経過措置による継続を希望した場合。ただし、時限基金による既存プロジェクトについては、本基

金事業に応募して令和６年度以降研究開発目標の達成を目指すこととした場合でも、「要素技術・シーズ創出型プログラ

ム」による達成を目指す場合には、経過措置の上限額は３億円とする。 
10 シーズ創出型プログラム及び国際共同研究型プログラムについては、当初提案時の期間を限度とする。 

電波有効利用研究開発
プログラム

適

電波利用料の使途
としての適正性

②

終了
（新たに基金事業へ応募も可能）

否

①

経過措置（原則１年間）

②

応募プログラム

③

経過措置（原則１年間）

社会実装・海外展開志向型
戦略的プログラム

社会実装・海外展開志向型
戦略的プログラム

応募・審査

経過措置（原則１年間）

要素技術・シーズ創出型プログラム

要素技術・シーズ創出型
プログラム

応募・審査

令和５年度

令和６年度

①令和４年度をもって終了を希望
②令和５年度中に研究開発目標を達成するため経過措置による継続を希望
③準備が整い次第基金事業に応募し令和６年以降研究開発目標を達成するため、
令和５年中は経過措置による継続を希望

①令和４年度をもって終了を希望
②基金事業で継続を希望
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４．評価・モニタリング 
 

（１）社会実装・海外展開志向型戦略的プログラム 

本プログラムの趣旨に鑑み、NICT は、政策面・事業面・技術面から一貫性のある評価体

制を構築することとし、特に事業面については、経営者 11のコミットメントの姿勢を明らかに

し、粘り強く取り組むことを求めるなど、WG がとりまとめた「革新的情報通信技術（Beyond 

5G（6G））基金事業に係る事業面からの適切な評価の在り方等について」（令和５年３月 10

日公表）に基づき、NICT が評価等、WG がモニタリングを適切に実施する。また、NICT は、

プロジェクトの公募対象とする技術分野については、総務省と協議の上、選定する。 

主な実施内容・流れは下記のとおりとする 12。 

 

①プロジェクト採択時 

[予備調査] 

NICT は、プロジェクトの公募に先立ち、重点技術分野を示した上で予備調査を行い、

その結果を踏まえ、公募対象とする技術分野を選定する。予備調査については、総務省

の関係部局及び NICT に設置する外部有識者で構成する本プログラムに係る評価委員

会の意見を聞いた上で行う。 

[採択評価] 

NICT は、公募に対して寄せられたプロジェクト提案のうち、応募要領に合致するものを

対象として、政策面 13、事業面及び技術面からの評価を行い、それらを総合した評価結

果を踏まえ、プロジェクトの実施者及び実施額について決定する。政策面の評価につい

ては総務省の関係部局の意見、事業面及び技術面の評価については上記評価委員会

の意見を聞いた上で行う。 

 

②プロジェクト採択後 

[モニタリング] 

WG において、採択したプロジェクトについて、プロジェクトの実施期間中に、プロジェク

トの主要な企業等の経営者に毎年度 WG へ出席して事業推進体制における工夫やプロ

ジェクトの取組状況、今後の展望等を説明させること等により、事業面からのモニタリン

グを定期的に実施するとともに、プロジェクト終了後も必要に応じて事業面からのモニタリ

ングを実施する。 

[ステージゲート評価] 

NICT は、政策面、事業面及び技術面からの評価を行い、それらを総合した評価結果

を踏まえ、プロジェクトの継続又は中止、及び（継続の場合）後年度の実施額について決

定する。政策面の評価については総務省の関係部局の意見、事業面及び技術面の評価

については上記評価委員会の意見を聞いた上で行う。 

                                                      
11 原則、代表取締役、代表執行役その他代表権を有する者とする。WG への出席については、やむを得ない事情があると

WG が認める場合には、この限りではない。 
12 国の研究開発プログラムは、「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 28 年 12 月内閣総理大臣決定）」に基づ

き、外部の専門家を活用した、開始前評価、中間評価、終了時評価、追跡評価を行い、必要な見直しを講じて、効率化を

図ることとされている。本プログラムでは、WG でのモニタリング及び NICT に設置する外部有識者で構成する評価委員会

でのステージゲート評価をもって、これら評価の代替とする。 
13 政府の政策目標との整合性、政策的意義等について評価を行う。 
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（２）要素技術・シーズ創出型プログラム 

本プログラムの趣旨に鑑み、NICT は、技術面からの評価を実施する。また、NICT は、プ

ロジェクトの公募対象とする技術分野について、総務省と協議の上、選定する。 

主な実施内容・流れは下記のとおりとする。 

 

①プロジェクト採択時 

[採択評価] 

NICT は、公募に対して寄せられたプロジェクト提案のうち、応募要領に合致するものを

対象として、NICT に設置する外部有識者で構成する本プログラムに係る評価委員会の

意見を聞いた上で、技術面からの評価を行い、その結果を踏まえ、プロジェクトの実施者

及び実施額について決定する。 

 

②プロジェクト採択後 

 [ステージゲート評価] 

NICT は、上記評価委員会の意見を聞いた上で、技術面からの評価を行い、その結果

を踏まえ、プロジェクトの継続又は中止、及び（継続の場合）後年度の実施額について決

定する。 

[終了評価、追跡評価] 

NICT は、当初設定した目標の達成状況等について、上記評価委員会の意見を聞いた

上で、技術面からの終了評価を行う。また、NICT は、プロジェクトが終了して一定期間経

過した後も、必要に応じて、プロジェクトのアウトカム等について、上記評価委員会の意

見を聞いた上で、技術面からの追跡評価を行う。 
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（３）電波有効利用研究開発プログラム 

本プログラムの趣旨に鑑み、NICT は、政策面・技術面からの評価を実施する。また、

NICT は、プロジェクトの公募対象とする技術分野について、総務省と協議の上、選定する。 

主な実施内容・流れは下記のとおりとする。 

 

①プロジェクト採択時 

[採択評価] 

NICT は、公募に対して寄せられたプロジェクト提案のうち、応募要領に合致するものを

対象として、政策面 14及び技術面からの評価を行い、それらを総合した評価結果を踏ま

え、プロジェクトの実施者及び実施額について決定する。政策面の評価については総務

省の関係部局の意見、技術面の評価については NICT に設置する外部有識者で構成す

る本プログラムに係る評価委員会の意見を聞いた上で行う。 

 

②プロジェクト採択後 

 [ステージゲート評価] 

NICT は、政策面及び技術面からの評価を行い、それらを総合した評価結果を踏まえ、

プロジェクトの継続又は中止、及び（継続の場合）後年度の実施額について決定する。政

策面の評価については総務省の関係部局の意見、技術面の評価については上記評価

委員会の意見を聞いた上で行う。 

[終了評価、追跡評価] 

NICT は、当初設定した目標の達成状況等について、政策面及び技術面からの終了評

価を行う。また、NICT は、プロジェクトが終了して一定期間経過した後も、必要に応じて、

プロジェクトのアウトカム等について、政策面及び技術面からの追跡評価を行う。政策面

の評価については総務省の関係部局の意見、技術面の評価については上記評価委員

会の意見を聞いた上で行う。 

 

  

                                                      
14 政府の政策目標との整合性、政策的意義等について評価（電波法第 103 条の２第４項第３号に規定する技術の研究開

発への適合性を含む。）を行う。 
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５．実施体制（各主体の役割） 
 

本基金事業を実効性・透明性を確保した形で推進するため、WG、総務省及び NICT が緊

密に連携した推進体制を構築する。各主体の役割は下記のとおりとする。 

 

（１）WG 

経営・ビジネス等の知見を有する外部有識者で構成し、社会実装・海外展開志向型戦

略的プログラムについて、事業面からの適切な評価の在り方の検討、採択評価への参

画（事業面の審査）15、事業面からのモニタリングを実施する。 

 

（２）総務省 

基金運用方針の作成・公表、NICT に対する基金補助金の交付、WG の事務局運営、

本基金事業に係る政策面からの評価・モニタリング 16、本基金事業の執行状況に係る国

会報告等を実施する。 

 

（３）NICT 

基金運用方針等に基づき、基金の造成及び適正な管理・運用、プロジェクトの公募に

先立つ予備調査及び公募対象とする技術分野の選定、当該技術分野等を記載した応募

要領等の公表、プロジェクトの公募・審査・採択、外部有識者で構成する評価委員会の

設置・運営、プロジェクト実施者への交付／契約・支払、プロジェクトの成果のとりまとめ・

公表、四半期ごとの基金残高の公表等の事務を実施する。 

また、プログラムディレクターを設置してプロジェクトの指導・監督や技術面の助言等を

実施するほか、国内外の市場・技術の動向（知財・標準化動向も含む）等の調査、インタ

ーネットや各種イベント等を通じた情報発信等を実施するとともに、研究開発支援を通じ

て、プロジェクトの実施者間の調整・連携を促進し、当該実施者に対してオープン＆クロ

ーズ戦略も含めた戦略的な知財・標準化や社会実装・海外展開を促進するなど、本基金

事業の成果の最大化に向けた取組を総務省と連携して積極的に進める。 

 

  

                                                      
15 WG の構成員が NICT に設置する評価委員会に参画する。 
16 電波有効利用研究開発プログラムについては電波の有効利用の観点からの確認等も含む。 
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６．その他 
 

（１）基金運用方針の見直し 

総務省は、本基金事業の進捗状況、国内外における市場環境や技術動向、政策動向等

を踏まえ、必要に応じて柔軟に基金運用方針の見直しを行う。 

 

 

（２）本基金事業に係る秘密保持・利益相反の取扱い 

総務省及び NICT は、本基金事業によるプロジェクトの採択や進捗管理・助言等（モニタ

リング）に参画する WG 構成員及び NICT に設置する外部有識者で構成する評価委員会の

構成員について、非公開情報の秘密保持及び利害関係者に当たる場合のプロジェクトへ

の関与の制限等を徹底する 17。 

 

 

（３）本基金事業による研究開発成果（知的財産権等）の扱い 

 

①知的財産権の取扱い 

総務省及びNICTは、本基金事業の研究開発成果として得られた知的財産権が、我が

国の国際競争力の強化及び経済安全保障の確保の観点から、社会実装・海外展開を通

じて適切に取り扱われるよう、必要な措置を講ずる。 

 

②電波有効利用研究開発プログラムによる研究開発成果 

NICT は、総務省が技術基準策定等のために必要と認める場合、総務省又は総務省

が指定する者が、当該プログラムにより得られた研究開発成果を利用することができる

よう、必要な措置を講ずる。 

 

  

                                                      
17 WG の運営に当たっての構成員の守秘義務や制限等については「革新的情報通信技術プロジェクトワーキンググルー

プの運営について（令和５年１月３０日技術戦略委員会主査決定）」に定めるとおり。NICT に設置する外部有識者で構成

する評価委員会の構成員の守秘義務や制限等については、本基金事業が企業等の秘密情報を多く取り扱う可能性があ

ることを考慮して、別途 NICT が定める。 
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別表 
 

技術成熟度（TRL）の定義及び適用例 
 

技術成熟度（TRL）の水準と項目 
（参考）米国国防総省（DoD） 

における TRL 

TRL１ 基本原理の観察及び提唱 

（例：技術の基本特性についての文献研究等） 

Basic principles observed and 

reported. 

TRL２ 技術の概念や実用化についての明確化 

（例：提唱した技術の実用化に関する検討など分析

研究等） 

Technology concept and/or 

application formulated. 

TRL３ 分析及び実験による、重要な機能や特性についての

概念実証（PoC） 

（例：実験的手法や分析研究などによる要素技術ごと

の予測評価等） 

Analytical and experimental 

critical function and/or 

characteristic proof of concept. 

TRL４ 研究開発した要素技術または試作品についての実

験室規模での評価 

（例：試験的に用意した各コンポーネントの統合やそ

の動作確認） 

Component and/or breadboard 

validation in laboratory 

environment. 

TRL５ 研究開発した要素技術または試作品についての想

定使用環境での評価 

（例：各コンポーネントを統合したものをシミュレーショ

ン環境で試験） 

Component and/or breadboard 

validation in relevant 

environment. 

TRL６ 開発したシステムについての想定使用環境でのモデ

ル実証 

（例：実環境を想定した実験環境・シミュレーションに

おけるプロトタイプによるテスト） 

System/subsystem model or 

prototype demonstration in a 

relevant environment. 

TRL７ 開発したシステムについての運用環境でのプロトタイ

プ実証 

（例：テストベッド環境でのプロトタイプによるテスト） 

System prototype demonstration 

in an operational environment. 

TRL８ 試験及び実証を通じた実システムとしての完成 

（例：完成されたシステムについての運用テスト及び

評価、認証試験等） 

Actual system completed and 

qualified through test and 

demonstration. 

TRL９ 実システムを商用等に運用 

（例：装置類・システムの販売・運用等） 

Actual system proven through 

successful mission operations. 

※米国国防総省（DoD）における TRL を参考に作成 

 


